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「２０１４年調査にみる札幌市の小企業者の現状
――経済センサスを地域分析に生かす」という
短い原稿を『月刊民商』２０１６年 ６ 月号に書きま
した。
論文タイトルに示されるとおり、内容は、経
済センサスにもとづく札幌市の事業所の現状分
析です。なぜこうした原稿を書いたかといえば、
中小業者の危機があります。総務省の労働力調
査によれば、２０００年に５８５万人だった非農林業
の自営業者は、２０１４年には４６０万人に減少して
います。主に商工自営業者を組織の対象として
いる民商運動もこうした状況に大きく影響を受
けてきました。中小業者を取り巻く現状を把握
すると同時に中小業者の動向と変化を機敏につ
かんで日常の活動に生かしていかなければなり
ません。ここでは、『月刊民商』に書いたうち、
建設業に関わる一部のみを紹介します。

札幌市の事業所数と従業者数

札幌市は、人口１９５万人で道内人口５４０万人の
３６％を占める東京以北最大の都市です。
図表 １のとおり、事業所数は ７万６，３１０件、
従業者数８８万３，１０４人で、それぞれ道内の３２．７％、
４０．０％を占めています。建設業ではそれぞれ
３０．１％、３２．７％です。
また、札幌市で、建設業の事業所数及び従業
者数が総数に占める割合は、それぞれ １割弱で
す。事業所数では、「卸売業・小売業」
１ 万８，５８５件、「宿泊業、飲食サービス業」
１ 万０，１６８件、「不動産業・物品賃貸業」８，８２２
件に次ぐ多さで、「医療、福祉」６，４２７件を上ま
わります（ただし、従業者数では「卸売業・小
売業」「医療、福祉」「宿泊業、飲食サービス業」

「建設業」の順）。地域でこれだけの位置を占
める建設業の産業政策が重要になります。

建設業の事業所及び従業者が大きく減少

しかしながら、その建設業が大きく縮小して
います（図表 ２）。
経済センサスの２００９年調査と２０１４年調査を比
較すると、まず、札幌市の事業所数は４．６％、
従業者数も１．６％減少しています。また、図表
には建設業だけしか示していませんが、事業所
で千件以上減っているのは建設業△１，１１９件
（－１４％）、卸売業・小売業△１，０８９件（－ ６ ％）、宿
泊業・飲食サービス業△１，１３０件（－１０％）です。
従業者数も、減少数の多い順に卸売業・小売業
△ １ 万４９４９人（－ ７ ％）、建設業△ １ 万１，７０５人
（－１５％）、宿泊業・飲食サービス業△７，２０１人
（－ ８ ％）、運輸業・郵便業△７，１８２人（－１３％）です。
事業所数も従業者数も、総数に比べてはるか
に大きく減少しています。

小分類までみると異なる様相も

産業ごとの動向を小分類をもとに、より立ち
入った分析を試みました。その際、産業別大分
類の枠を取り払って、例えば「建設関連」の項
目では建設業だけでなく、サービス業に分類さ
れている建築設計業、卸売業の建築材料卸売業、
小売業の家具・建具・畳小売業などをひとくく
りとして比較しました。
結果は、一般土木建築業と木造建築工事業の
事業所数が大きく減り、ほとんどの職種別工事
業者も減っています。そうした中でも、建築リ
フォーム工事業が１００件弱、３４％も増えているの
が目を引きます。建築材料卸売業や建物建築に

経済センサスを活用して地域建設業を分析する
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 □　【支所のページ】北海道センター

地域の経済統計には、各
自治体が毎年公表する「統
計書」、地域の経済産業局
が公表する「管内経済概況」
（主要経済指標は毎月のデ
ータを公表）や地元紙（例
えば北海道新聞社）が四半
期ごとに調査し公表する

「地域経済動向」、業界紙
（建設新聞）に掲載される
地域の経済情報、信用調査
会社がまとめる地域企業の
動向、さらには地域の中小
企業団体のホームページで
公表される所属企業の調査
結果などがあります。資料
の読み取りには経験が必要
ですが、公表数値そのまま
からも地域の経済と市民生
活の動向をつかむことが出

図表 1 　北海道及び札幌市の事業所数及び従業者数
事業所数 従業者数（人）

北海道 札幌市 構成比（％） 北海道 札幌市 構成比（％）
総数 2３３，0３7 76，３10 ３2．7 2，206，0３8 88３，104 40．0

うち建設業 22，2９5 6，701 ３0．1 188，558 61，706 ３2．7
構成比（％） ９．6 8．8 ― 8．5 7．0 ―

出所：北海道「平成２６年『経済センサス―基礎調査』確報結果の概要」、札幌市「平成２６年『経済センサス―基礎調査』結果の概要」より作成。

図表 2 　札幌市の事業所数及び従業者数の推移（200９年～2014年）
事業所数 従業者数（人）

200９年 2014年 増減数 増減率（％） 200９年 2014年 増減数 増減率（％）
総数 80，01３ 76，３10 △３，70３ △4．6 8９7，612 88３，104 △14，508 △1．6

うち建設業 7，820 6，701 △1，11９ △14．３ 7３，411 61，706 △11，705 △15．９
出所：札幌市「平成２６年『経済センサス―基礎調査』結果の概要」より。

図表 ３ 　札幌市の産業（小分類）別事業所数――建設関連業
建 設 関 連 200９年 2014年 増減 増減率
一 般 土 木 建 築 工 事 業 218 126 △　９2 －42％
土 木 工 事 業（ 舗 装 工 事 業 を 除 く ） 70３ 650 △　5３ －8％
舗 装 工 事 業 164 14９ △　15 －９％
建築工事業（木造建築工事業を除く） 64３ 60９ △　３4 －5％
木 造 建 築 工 事 業 568 448 △ 120 －21％
建 築 リ フ ォ ー ム 工 事 業 28３ ３7９ ９6 ３4％
大 工 工 事 業 182 175 △ 　7 －4％
と び ・ 土 工 ・ コ ン ク リ ー ト 工 事 業 ３11 267 △　44 －14％
鉄 骨 ・ 鉄 筋 工 事 業 154 115 △　３９ －25％
石工・れんが・タイル・ブロック工事業 112 ９5 △　17 －15％
左 官 工 事 業 140 11３ △　27 －1９％
板 金 ・ 金 物 工 事 業 210 14９ △　61 －2９％
塗 装 工 事 業 44９ 411 △　３8 －8％
床 ・ 内 装 工 事 業 647 5３３ △ 114 －18％
そ の 他 の 職 別 工 事 業 647 457 △ 1９0 －2９％
電 気 工 事 業 7３7 642 △　９5 －1３％
電 気 通 信 ・ 信 号 装 置 工 事 業 ３1９ 284 △　３5 －11％
管 工 事 業（ さ く 井 工 事 業 を 除 く ） 1，024 811 △ 21３ －21％
機 械 器 具 設 置 工 事 業 145 14３ △ 　2 －1％
そ の 他 の 設 備 工 事 業 126 120 △ 　6 －5％
建 築 設 計 業 1，058 886 △ 172 －16％
建 築 材 料 卸 売 業 705 6３8 △　67 －10％
家 具 ・ 建 具 ・ 畳 小 売 業 214 148 △　66 －３1％
じ ゅ う 器 小 売 業 286 1３0 △ 156 －55％
出所：札幌市「２００９年、２０１４年経済センサス―基礎調査」より。

付随する家具・建具・畳小売業、じゅう器小売業
も減り、建築設計業の事業所も減少しています。

経済データを活用して運動の発展を

紹介できた結果は紙幅の都合でごくわずかで
す。日々の経済変動は、中小業者の営業と生活
を覆っています。こうした現状をいち早くつか
み、運動に生かすことが必要です。

来ます。『月刊民商』には民商運動の発展を祈
念して原稿を書きましたが、建設政策研究所の
研究や運動でも同様のことがいえるのではない
でしょうか。今回紹介した作業が各地で進むこ
とを願います。
（みうら　やすひろ　建設政策研究所北海道セ
ンター理事、NPO法人北海道地域・自治体問
題研究所事務局長）


